
別表第２（第５条関係） 

補助額の加算区分 加算する補助率 加算する補助上限額 

補助事業の実施により、再生可能エネルギー

の活用（補助事業者の事業活動に使用するエ

ネルギー全体に占める再生可能エネルギーの

代替が占める割合が、補助事業の着手前に対

し３パーセント以上の向上）又は温室効果ガ

ス排出量削減等のエネルギーの使用の合理化

（整備しようとする工場又は事務所その他の

事業場、輸送、建築物、設備、機械、器具若

しくは装置に係るエネルギーの使用量が、補

助事業の着手前に対し年３パーセント以上の

減少）の効果を有する場合 

ハード事業 

 10分の１ 

 

ハード事業 

  1,000千円 

 

次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第 

 120号）第13条の規定に基づき厚生労働大臣

から認定を受けている場合 

ハード事業 

 10分の１ 

 

ハード事業 

  1,000千円 

ソフト事業 

   100千円 

女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（平成27年法律第64号）第９条の規定に

基づき厚生労働大臣から認定を受けている場

合 

ハード事業 

 10分の１ 

 

ハード事業 

  1,000千円 

ソフト事業 

   100千円 

青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45

年法律第98号）第15条の規定に基づき厚生労

働大臣から認定を受けている場合 

ハード事業 

 10分の１ 

 

ハード事業 

  1,000千円 

ソフト事業 

   100千円 

補助事業者が令和４年４月１日の時点又は補

助事業の事業期間中において、雇用する従業

員（役員を含む。）のうち、女性の占める割

合が30パーセント以上の場合 

― ハード事業 

  1,000千円 

ソフト事業 

   100千円 

補助事業者が令和４年４月１日の時点又は補

助事業の事業期間中において、雇用する従業

員（役員を含む。）のうち、障害者の占める

割合が 2.3パーセント以上の場合 

― ハード事業 

  1,000千円 

ソフト事業 

   100千円 

補助事業者が令和４年４月１日の時点又は補

助事業の事業期間中において雇用する従業員

のうち、65歳以上の者の占める割合が15パー

セント以上の場合 

― ハード事業 

  1,000千円 

ソフト事業 

   100千円 

補助事業者が令和４年４月１日の時点又は補

助事業の事業期間中において、外国人労働者

（出入国管理及び難民認定法（昭和26年法律

第 319号）別表第１の２の表のうち、特定技

能又は技能実習に係る在留資格をもって在留

する者）を受け入れている場合 

ハード事業 

 10分の１ 

 

ハード事業 

  1,000千円 

ソフト事業 

   100千円 

 

 

 

 



補助額の加算区分 加算する補助率 加算する補助上限額 

令和４年４月１日の時点において、50人を超

える常用雇用者（雇用期間の定めのない雇用

で、健康保険法（大正11年法律第70号）、厚

生年金保険法（昭和29年法律第 115号）及び

雇用保険法（昭和49年法律第 116号）の被保

険者）がある場合 

― ハード事業 

 当該補助事業者が

令和４年４月１日

時点で雇用する常

用雇用者数から50

人を減じた数に、

1 0 0千円を乗じた 

額（ただし、5,000

千円を超える場合

は 5,000千円とす

る。） 

ソフト事業 

 当該補助事業者が

令和４年４月１日

時点で雇用する常

用雇用者数から50

人を減じた数に、

10千円を乗じた額

（ただし、 500千

円を超える場合は 

500千円とする。） 

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発

展の基盤強化に関する法律（平成19年法律第

40号）第13条第４項の規定に基づき地域経済

牽引事業計画の承認を受けている場合 

― ソフト事業 

  500千円 

地域未来牽引企業選定実施要領（20200225地

第３号）に基づき経済産業大臣から地域未来

牽引企業の選定を受けている場合 

ハード事業 

 10分の１ 

 

ハード事業 

  1,000千円 

 

中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号） 

第14条第１項の規定に基づき経営革新計画の

承認を受けている場合 

ハード事業 

 10分の１ 

ソフト事業 

 10分の１ 

ハード事業 

  1,000千円 

 

中小企業等経営強化法第52条第４項の規定に

基づく先端設備等導入計画の認定を受けた事

業者（生産性向上特別措置法（平成30年法律

第25号）第40条第４項の規定に基づく先端設

備等導入計画の認定を受けた事業者を含む。）

が当該先端設備等導入計画に記載された設備

を含む建物又は償却資産を取得する場合 

― ハード事業 

  1,000千円 

 

事業再構築指針（事業再構築補助金の執行に

伴い令和３年３月17日に中小企業庁が定めた

指針）に沿う事業活動（付加価値額等が、補

助事業着手前の直近の事業年度に対し、当該

補助事業終了後５年以内に年３パーセント以

上向上する事業計画を策定している場合に限

る。）の場合 

ハード事業 

 10分の２ 

ハード事業 

  5,000千円 

 



補助額の加算区分 加算する補助率 加算する補助上限額 

マスク、消毒液、ビニールカーテン、アクリ

ル板、空気換気設備、検温等装置、その他の

感染症拡大を防止するための製品で、新しい

生活様式の実践において必要とするものを生

産又は提供するための事業を行う場合 

ハード事業 

 10分の１ 

 

ハード事業 

  1,000千円 

 

補助事業者が次に掲げる認定若しくは認証を

受け又は運動に参加若しくは団体に参加して

いる場合 

１ 岩手県知事が定めるいわて子育てにやさ

しい企業等認証制度要綱第６条第１項の規

定に基づき知事から認証を受け、若しくは

いわて女性活躍企業等認定制度要綱第６の

規定に基づき知事から認定を受け、又はい

わて働き方改革推進運動に参加している場

合 

２ 遠野市わらすっこ条例応援事業者認定制

度要綱（平成21年遠野市告示第 179号）第

５条の規定に基づき市長から認定を受けて

いる場合 

３ 遠野市消防団協力事業所表示制度実施要

綱（平成19年遠野市告示第95号）第５条の

規定に基づき市長から認定を受けている場

合 

４ いわてで働こう推進協議会が運営するシ

ゴトバクラシバいわてに企業情報及び求人

情報を掲載している場合 

５ いわてで働こう推進協議会が運営するシ

ゴトバクラシバいわての移住支援金対象法

人に掲載されている場合 

６ 釜石地域雇用開発協会の会員 

７ 遠野ものづくりネットワークの会員又は

北上川流域ものづくりネットワークの会員 

― ハード事業 

 当該補助事業者が

令和４年８月１日

時点で認定若しく

は認証を受け又は

運動若しくは団体

に参加している毎

に 1,000千円を乗

じた額 

ソフト事業 

 当該補助事業者が

令和４年８月１日

時点で認定若しく

は認証を受け又は

運動若しくは団体

に参加している毎

に 100千円を乗じ

た額 

 

補助事業者が新規創業者であると認められる

場合 

ハード事業 

 10分の１ 

ソフト事業 

 10分の１ 

ハード事業 

  1,000千円 

ソフト事業 

   100千円 

新型コロナウイルス感染症等に起因して、事

業活動に係る取引の数量の減少その他の当該

補助事業者の経営の安定に支障が生じる相当

な収入の減少があり、中小企業信用保険法

（昭和25年法律第 264号）第２条第５項第４

号の規定に基づく経営の安定に支障を生じて

いると認められる場合又は同条第６項の規定

に基づく認定を受けている場合 

ハード事業 

 10分の１ 

ソフト事業 

 10分の１ 

ハード事業 

  1,000千円 

ソフト事業 

   100千円 

 

 



補助額の加算区分 加算する補助率 加算する補助上限額 

市内で生産された農林水産物（農林水産物を

原料又は材料として製造し、又は加工したも

のを含む。）又は食品（全ての飲食物（医薬

品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律（昭和35年法律第 145号

第２条第１項に規定する医薬品、同条第２項

に規定する医薬部外品及び同条第９項に規定

する再生医療等製品を除く。））の輸出事業

を実施し、その輸出先国及び販売先事業者が

確定し、かつ当該補助事業者が単独で又は販

売先事業者と共同して、商談会及び販売会の

事業を行う場合 

ソフト事業 

 10分の２ 

 

インターネットその他の高度情報通信ネット

ワークを通じて地域資源を用いた製品、商品

若しくは役務の提供、販売その他の需要の開

拓を図る事業の場合 

ソフト事業 

 10分の２ 

 

情報通信の業務を一体的に行うよう構成され

た設備、機器及び装置並びにこれらに係るプ

ログラムの集合体の設置、導入又は整備する

事業の場合 

ハード事業 

 10分の１ 

ソフト事業 

 10分の２ 

 

補助事業者が遠野市産業まつりに出店又は連

携行事を主催する場合 

ハード事業 

 10分の１ 

ソフト事業 

 10分の１ 

ソフト事業 

   100千円 

中心市街地の活性化に関する法律（平成10年

法律第92号）第９条第10項の規定に基づく認

定を受けた基本計画（計画期間満了後３年を

経過していないものを含む。）に定める中心

市街地の区域で行う事業と認められる場合 

ハード事業 

 10分の１ 

ソフト事業 

 10分の１ 

ハード事業 

   500万円 

ソフト事業 

   300万円 

中心市街地の活性化に関する法律（平成10年

法律第92号）第９条第10項の規定に基づく認

定を受けた基本計画（計画期間満了後３年を

経過していないものを含む。）に定める中心

市街地の区域において、空き店舗（令和４年

１月１日時点において商店街団体等又は中小

企業者の事業の用に供していない建物）の利

活用と認められる場合 

ハード事業 

 10分の２ 

ソフト事業 

 10分の１ 

ハード事業 

 10,000千円 

ソフト事業 

   300千円 

補助事業者が商店街団体等であって、中心市

街地の活性化に関する法律（平成10年法律第

92号）第９条第10項の規定に基づく認定を受

けた基本計画（計画期間満了後３年を経過し

ていないものを含む。）に定める中心市街地

の区域で行う事業と認められる場合 

ハード事業 

 10分の１ 

ソフト事業 

 10分の１ 

 

ソフト事業 

   100千円 

 

 


